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貿易の利益
• ミクロ経済学
交換の利益（効用改善）

• 比較優位に基づく伝統的貿易理論
特化の利益（生産の効率化）

• 製品差別化・規模の経済性に基づく新貿易理論
財の種類多様化の利益・価格低下の利益

• 企業の異質性に基づく“新”新貿易理論
平均生産性の上昇（資源の再配分効果）
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関税の影響
• 輸入関税の経済厚生への影響
→小国のケース（輸入価格不変）はマイナス

→大国のケース（輸入価格低下＝交易条件改善）、

→不完全競争市場（独占・寡占）での関税（交易条件改善・レン
トシフティング）はプラスの可能性有、ただし報復関税を受ける
場合はマイナスも

4



有斐閣アルマ 国際経済学 第6章第3節

t

経済厚生

関税率

A

t op

B

C D

O

閉鎖経済下の経済厚生

自由貿易下の経済厚生

最適関税

最適関税の従価税率 ⁄𝑡𝑡𝑜𝑜𝑜𝑜 𝑝𝑝𝐹𝐹は、

𝑡𝑡𝑜𝑜𝑜𝑜

𝑝𝑝𝐹𝐹
= 𝑀𝑀∆𝑝𝑝𝐹𝐹

𝑝𝑝𝐹𝐹∆𝑀𝑀
= 1

∆𝑀𝑀/𝑀𝑀 / ∆𝑝𝑝𝐹𝐹/𝑝𝑝𝐹𝐹
最適関税は輸入の価格弾力性
の逆数に等しい

出所：阿部・遠藤 (2012)『国際経済学』 より 5



相互関税は最適関税？計算式への批判
• USTR（米国通商代表部）による説明：
「i国との二国間貿易赤字をゼロにするために必要な関税率Δτ」

⇒ 貿易収支（赤字）
輸入額

• 輸入額 (m_i) と輸出額 (x_i): i国 からの輸入額および輸出額
• 輸入の価格弾力性 (ε): 関税による輸入価格の変化に対する輸入量の反

応度、４を仮定
• 関税の価格転嫁率（パススルー） (φ): 0.25を仮定。
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２．トランプ関税の影響に関する実証

①トランプ関税1.0（対中追加関税）

②トランプ関税2.0（相互関税）
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トランプ関税1.0による米国への影響
• 大国のケースが当てはま

るとしたら
→輸入価格低下

• 実際には輸入単価変化な
し（左下）

• 関税賦課で単価上昇
米輸入業者・消費者が

負担（右下）

• 関税収入増＜消費者負担
増で厚生減少

8出所：Fajgelbaum et al. (2020) Figure 2



トランプ関税1.0による中国、日本への影響
• 伊藤匡氏（学習院大）の実証

によると、トランプ関税後、
中国は第三国向け輸出を拡大

• 追加関税でも輸出・生産が減
少しなかった
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• 中国からの輸出金額の推移－米
国向け（USA）及びその他の国向
け（ROW） 単位：百万米ドル

出所：Ito (2022) ノンテクニカルサマリー図２より

https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/22e019.html
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/22e019.html


トランプ関税1.0による日本への影響
＋効果
• 中国から輸入増？輸入価格低

下（交易条件効果）？

－効果
• 中国へ部品供給している企業

は玉突きで輸出減？

どちらも観察されず、むし
ろ中国向け輸出増
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• 日本の中国からの輸入金額の推移
－トランプ関税対象財（Target）と非
対象財（Non Target）単位：10億円

出所：Ito (2022) ノンテクニカルサマリー図１より

https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/22e019.html
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/22e019.html


トランプ関税2.0の国際貿易への影響
• Hayakawa (2025) 2025年8月ま

での31カ国（中国を除く）の月
次輸出データを分析

• 追加関税発動直前に、大幅な駆
け込み輸出が見られた。

• 自動車、自動車部品、一部の鉄
鋼製品を除き、対米輸出に大き
な変化は見られなかった。

• 多くの国が他国、特に政治的に
非友好的な国への輸出を大幅に
増加したことも判明。

出所：Hayakawa (2025) Figure 5(a)より 11



トランプ関税2.0の小売価格への影響
（ Cavallo et al., 2025）

出所：Cavallo et al. (2025) Figure 1，Figure A1より
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https://www.pricinglab.org/tariff-tracker/
https://www.pricinglab.org/tariff-tracker/


トランプ関税2.0の小売価格への影響
（ Cavallo et al., 2025）

• 3/4-10/1の価格変化
原産国によって異質
関税率ほど転嫁されていない
→輸出側の負担（交易条件効
果）、輸入業者・小売業者の負
担
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出所：Cavallo et al. (2025) Table 3より

https://www.pricinglab.org/tariff-tracker/
https://www.pricinglab.org/tariff-tracker/


トランプ関税“影響あり”企業は規模が大きい

  全  体
全く影響

はない

あまり影響

はない

どちらとも

いえない

ある程度影

響がある

非常に影響

がある

回答数 1836 141 310 615 550 220
回答シェア 100.0 7.7 16.9 33.5 30.0 12.0
売上高総額（1億円） 273000 5800 26200 35400 109000 96800
売上高シェア 100.0% 2.1% 9.6% 13.0% 39.9% 35.5%
従業員数 465873 16374 53255 96782 180267 119195
従業員シェア 100.0% 3.5% 11.4% 20.8% 38.7% 25.6%

• 経済産業研究所「世界情勢の変化と国際事業活動に関する調査」
• 従業員50人以上かつ資本金3千万以上の製造業企業15,000社対象
• 調査期間は相互関税が発表された直後の2025年4月4日～6月17日、

有効回答数は1,855社（回収率12.4％）

出所：経済産業研究所コラム「企業アンケートから読み解くトランプ関税の衝撃と対応格差」より
14

https://www.rieti.go.jp/jp/columns/a01_0791.html


トランプ関税2.0の自動車輸出への影響

出所：日本経済新聞2025年6月18日「トランプ自動車関税、
日本側で吸収か 5月の米国向け輸出単価2割低下」より

• 輸出単価を下げて対応している模様
• 3月は1.5%減、4月は14.8%減、5月

は21.7%減
大国の関税の可能性高い

• 輸出価格低下＝負の交易条件効果が
日本側に

• 米国の経済厚生を高める結果となる
かどうかは消費者のロス＜生産者の
ゲイン＋関税収入となるか検証が必
要
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３．トランプ関税への企業の対応
対応は様々考えられるが、ここでは以下3点を考える
①関税逃避型直接投資（Tariff-jumping FDI）

②輸出先の多様化・回避（仕向け地シフト）

③事業転換：モノからサービス輸出へ
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トランプ関税への対応実施状況
• 6割が対応未実施もしくは対応予定なし」
• 従業員一人当たりの売上高（平均）高いほど対応の感度高い

  全  体
全く対応していな

い（対応の予定も

ない）

ほとんど対応して

いない（検討中だ

が未実施）

一部対応している

（対応を開始した

が不十分）

おおむね対応して

いる（ほぼ完了し

ているが一部課題

あり）

完全に対応してい

る（必要な対応が

すべて完了）

1824 1106 587 114 17 0
100% 60.60% 32.20% 6.30% 0.90% 0%

従業員一人当たり売上
高平均値（千円）

36849 39810 62133 50570 -

出所：経済産業研究所コラム「企業アンケートから読み解くトランプ関税の衝撃と対応格差」より
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価格対応が主流、現地生産化は一部に限定
• 現地化やM&Aといった積極策に出るのは一部の大企業に限られる
• ビジネスモデルの転換（サービス輸出化など）に踏み出す企業もわ

ずかに見られるが（2.0％）、全体としては慎重姿勢が目立つ

  全  体

米国向け製品
価格の引き下
げ・コスト削
減努力

米国内への生

産拠点設置・

現地生産の拡

大

米国企業との

提携・米国企

業の買収

米国以外の第

三国市場への

輸出拡大

米国政府へ影

響軽減に向け

た働きかけ

（業界団体経

由含む）

モノの輸出か

らサービス輸

出への事業転

換

その他

541 237 46 17 130 36 11 172
- 43.8% 8.5% 3.1% 24.0% 6.7% 2.0% 31.8%

従業員一人当たり売
上高平均値（千円）

42186 103618 163146 59340 46294 38072 38544

出所：経済産業研究所コラム「企業アンケートから読み解くトランプ関税の衝撃と対応格差」より
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①関税逃避型直接投資（Tariff-jumping FDI）
輸出か直接投資(FDI)か？「近接集中背反仮説」“the 
Proximity-Concentration Trade-off”（Brainard, 1997）
① Proximity（近接性）の利点：地理的・文化的・制度的に近い
場所で生産・販売することにより、貿易コスト（関税、輸送費、
時間的遅延）を回避できる。⇒ FDI（現地生産）を支持

② Concentration（集中）の利点：本国に生産を集中することで
規模の経済性や本社機能との連携を享受できる⇒ 輸出を支持

トランプ関税の効果：高関税＋米国市場の規模→FDI誘因

19



関税逃避型直接投資の実証

Brainard (1997) ：1966–1992年の日米多国籍企業データで、輸出と
現地生産の選択要因を実証
関税率が高い市場ほど、同一企業の対米直接投資比率が上昇

Belderbos & Sleuwaegen (1998)：1980年代後半の日本の電子機器
メーカーによる欧州での製造投資の急増がECの関税引き上げへの対応
だったことを実証
関税率の上昇で輸出が直接投資に代替される
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対米直接投資の課題
①実行可能性
• 中長期で、米国市場の需要をどの程度取り込

めるか、規模の経済性が働くか
• 政策不確実性（政権交代、通商政策の再転

換）→2026年11月中間選挙が試金石

②サプライチェーン再構築
• 中間財の現地調達が可能か（ 付加価値貿易）
• バリューチェーン再構築コスト

③ 法制度・競争環境
• 米国市場の競争環境の変化（米企業＋他国企業との

競争激化）、価格支配力の行使・マークアップが期
待できるか

• 反トラスト・価格規制のリスク

④ 社会的・国内的配慮
• 日本国内の雇用維持しつつ現地生産強化は可能か
• 空洞化、日本市場や他国市場での値上げなどの調整

への批判、レピュテーションリスク

⑤労務・為替
• 米国での人件費高騰
• 為替リスクリスク

出所：Economic Policy Uncertainty Indexより
21
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輸出に占める外国形成付加価値のシェア
• 世界同時不況から下落傾向

• 米国は主要国に比べて低い

• 産業別では自動車
（21.6％）

中間財輸入への依存は他国
に比べて低いものの完全に現
地調達を進めるのは困難

出所： ICIO-TIVA HIGHLIGHTS: GVC INDICATORS FOR THE UNITED STATES より
22



②輸出仕向け地の多様化
• 輸出には固定費用が発生する市場アクセスのための費用

1. 外国のバイヤーを探したり、消費者の嗜好を調査する必要

2. 外国市場での環境規制などルールを調査し、それに適合した
形に自社製品をカスタマイズする必要

3. 外国市場に供給するため流通ネットワークを構築する必要

輸出仕向け地の多様化には輸出固定費用が新たに発生する
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• 伊藤他
(2023)：
⇒仕向け地1カ
国の企業が4割
占める

⇒他方で11品
目以上、11か
国以上に輸出
している企業
（11%）が輸出
総額の９割占
める

出所：伊藤他（2023）より
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③モノからサービス輸出への切り替え
国際貿易の趨勢としてサービス貿易の伸びが顕著に

• 貿易額は財貿易が主流、
サービス貿易は財貿易の
4分の1程度

• 過去10年間成長率はサー
ビス貿易(100162）が
財貿易（ 100125）よ
りも顕著

• 30年後には逆転？
「財貿易は2008年にピー
ク、サービス貿易はまだ
ピーク迎えていない」
（Baldwin et al. 2024）
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近年特に電子的配送可能サービス貿易の伸び顕著
• デジタル技術の発展

（デジタル化が貿易コ
ストに与える影響の度
合い、財貿易＜サービ
ス貿易＜電子的配送可
能なサービス貿易
（Bellucci et al., 
2023)

• デジタルプロダクツに
は関税不賦課
（WTO）

• トランプ政権もデジタ
ル貿易には保護主義採
らず
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４．今後の行方
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トランプ大統領がなぜ関税政策を推進したの
か、その政治的背景や支持を集めた論理

雇用への不安が保護主義支持へ
• Autor et al. (2013)：中国のWTO

加盟(2001)を契機に米製造業の
輸入競争が激化、雇用減少・賃
金低下、

• 特にRust Beltなどの地域で顕著。
製造業雇用減の1/4が中国からの
輸入による

• Acemoglu et al. (2016)：1999–
2011年で中国から輸入競合で製
造業雇用200～240万人減

出所: Autor et al. (2013) “The China Syndrome”, Figure 1
28



中国からの輸入による雇用への影響

出所: Autor 教授HP“The China Trade Shock”ページより 29

https://chinashock.info/


米保護主義化の遠因：労働市場の2極化
雇用の成長 賃金の成長

• 横軸は職種別平均賃金でランク付けしたスキル
• 製造業従事者（中程度のスキル）が雇用減・賃金減

30出所: Autor & Dorn (2013) Figure 1より



中国ショックが大きい選挙区で保守的な共和
党候補者への支持拡大保護主義化へ

Autor, Dorn, Hanson, and 
Majlesi (2020)
• 中国からの輸入増による雇

用減の地域では、共和党支
持が増加。

• 特に2002–2010年の間に民主
党→共和党へシフト

• 2016年トランプ獲得票の分
布とも整合的な傾向
貿易ショックを争点に政治
的にも2極化へ

31出所: Autor, Dorn, Hanson, and Majlesi (2020) Figure 6より



まとめ
1. 標準的な貿易利益・関税の効果を踏まえると保護主義は経済厚生

にはマイナスの可能性大経済厚生でなく製造業労働者の雇用と
賃金が目的か

2. トランプ関税1.0では米国にマイナスの厚生効果、2.0は特定の二
国間では米プラスの可能性も（日本は交易条件悪化）？

3. 現地生産・仕向け地多様化は大企業のみ対応可か中小企業の輸
出支援の更なる拡充

４．米国労働市場二極化が根本要因のため関税長期化の可能性中長
期的な観点でサービタイゼーションへの投資も重要
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